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2016

【 G20での議論 】

G7香川・高松
情報通信大臣会合

2016年4月

G7情報通信・産業
大臣会合（イタリア）

2017年9月

G7イノベーション
大臣会合（カナダ）

2018年3月

G7デジタル関係
閣僚会合（フランス）

2019年5月

G20デジタル経済大臣会合
（ドイツ）
2017年4月

【 G７での議論】

G20デジタル経済大臣会合
（アルゼンチン）

2018年8月

G20茨城つくば
貿易・デジタル経済

大臣会合
2019年6月

情報の自由な流通
プライバシー及びデータ保護のた
めの国内/国際的な適用可能な法
的枠組を尊重
ICT利用におけるセキュリティ、
透明性、消費者保護の強化

情報やアイデア、知識の自由
な流通
消費者の信頼、プライバシー、
データ保護、知的財産保護の
確保

国境を越えた情報の自由な流通
の促進と保護
インターネットのグローバルな
本質を維持
知的財産の効率的な保護及び執
行の強調

相互の信頼やプライバシー、
セキュリティを強化しつつ、
データ流通に関する国際協
力を強化する必要性を認識

情報の自由な流通の促進及
び保護を含むオープンかつ
公平な市場環境を構築

2019

※AIに関する閣僚声明での記載

国境を越えた情報の自由な
流通を促進と保護
インターネットのオープン
性及び越境流通情報流通の
促進
プライバシー及びデータ保
護の促進



【日本側】
石田総務大臣（共同議長）、
世耕経産大臣（共同議長）、
河野外務大臣（共同議長）※合同セッションのみ
佐藤総務副大臣、國重総務大臣政務官

【参加国】
G20各国、スペイン、シンガポール、
オランダ、ベトナム、チリ、
エジプト（アフリカ連合議長国）、
セネガル（NEPAD議長国）、エストニア、
ナイジェリア（合同セッションのみ）

【国際機関】
APT（Asia-Pacific Telecommunity）、
ERIA（Economic Research Institute for 

ASEAN and East Asia）、世銀、ITU、IMF、
WTO、OECD、UNCTAD

２．参加国・国際機関（デジタル経済パート）

日時：2019年6月8日（土）・6月9日（日）
場所：茨城県 つくば市 つくば国際会議場

１．開催概要

Ｇ20茨城つくば貿易・デジタル経済大臣会合の結果



① AIの開発や利活用の促進に向け、G20ではじめて「人間中心」の考えを踏まえたAI原則に合意
② AIにより新たな雇用や産業が創出されるとの考えの下、AI時代の新たな社会モデルの検討の

必要性を共有
③ IoTを含む新技術の急速な拡大に伴い、G20ではじめてデジタル経済におけるセキュリティの

重要性に合意
④ 日本の進める「Society 5.0」の考え方、即ち、人間中心の未来社会を実現するとの方向性に

合意
⑤ 国連の持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向け、デジタル技術の活用が有効であるとの認

識を共有
⑥ 信頼を構築し、データの自由な流通を促進するため、データフリーフローウィズトラスト

（信頼性のある自由なデータ流通）の概念に合意

４．開催結果のポイント

 人間中心のデジタル未来社会「Society5.0」（総論）
 データフリーフローウィズトラスト（信頼性のある自由なデータ流通）
 人間中心の人工知能（ＡＩ）
 ガバナンスイノベーション-デジタル経済の機動的で柔軟な政策アプローチ-
 デジタル経済におけるセキュリティ
 SDGsと包摂性

３．議 題（デジタル経済パート）

Ｇ20茨城つくば貿易・デジタル経済大臣会合の結果



• データ、情報、アイデア及び知識の越境流通は、生産性の向上やイノベーションの増大をもた
らすと同時に、データの自由な流通が一定の課題を提起することを認識。

• プライバシー、データ保護、知的財産権、セキュリティに関する課題に引き続き対処すること
により、さらにデータの自由な流通を促進し、消費者及びビジネス界の信頼を強化することが
できる。信頼を構築し、データの自由な流通を促進するためには、国内的及び国際的な法的枠
組みの双方が尊重されることが必要である。このようなデータフリーフローウィズトラスト
（data free flow with trust / 信頼性のある自由なデータ流通）は、デジタル経済の機会を
活かすものである。

（原文）

Cross-border flow of data, information, ideas and knowledge generates higher productivity, 
greater innovation, and improved sustainable development. At the same time, we recognize that the 
free flow of data raises certain challenges. By continuing to address challenges related to 
privacy, data protection, intellectual property rights, and security, we can further facilitate 
data free flow and strengthen consumer and business trust. In order to build trust and facilitate 
the free flow of data, it is necessary that legal frameworks both domestic and international should be 
respected. Such data free flow with trust will harness the opportunities of the digital economy. We 
will cooperate to encourage the interoperability of different frameworks, and we affirm the role of data 
for development. 

”Data Free Flow with Trust”とは何か
Ｇ20茨城つくば貿易・デジタル経済大臣会合閣僚声明での記述

※G20大阪首脳宣言にも同様の記載あり。



• データ、情報、アイデア及び知識の越境流通は、生産性の向上やイノベーションの増大をもた
らすと同時に、データの自由な流通が一定の課題を提起することを認識。

• プライバシー、データ保護、知的財産権、セキュリティに関する課題に引き続き対処すること
により、さらにデータの自由な流通を促進し、消費者及びビジネス界の信頼を強化することが
できる。信頼を構築し、データの自由な流通を促進するためには、国内的及び国際的な法的枠
組みの双方が尊重されることが必要である。このようなデータフリーフローウィズトラスト
（data free flow with trust / 信頼性のある自由なデータ流通）は、デジタル経済の機会を
活かすものである。

”Data Free Flow with Trust”とは何か

Ｇ20茨城つくば貿易・デジタル経済大臣会合閣僚声明での記述

Data Free Flow with Trust

ただし、プライバシー、知的財産、セキュリティ
等、配慮すべき課題への対処は必要。
対処することで、データ提供者・使用者の信頼を
獲得し、さらに自由な流通を可能とする。

データの自由な越境流通を可能と
するのが大前提
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○ 信頼性のある自由なデータ流通、WTOにおける電子商取引に関する国際的なルール作りを加速させる
「大阪トラック」が開始され、宣言文書（「デジタル経済に関する大阪宣言」）が取りまとめられた。

○ サミット終了後の議長国会見において、安倍総理から大阪トラックの開始を大きな成果の一つとして紹介

「大阪トラック」の開始

○ 「デジタル経済に関する大阪宣言」のポイント
・ データとデジタル経済の活用に向けた国内的・国際的な
政策討議の促進の重要性を確認

・ 本年１月の電子商取引に関する共同声明に参加する他の
WTO加盟国とともに、電子商取引に関するWTOの国際ルール
つくりを進めるとのコミットを示すプロセスである「大阪トラック」
の立ち上げを宣言。

・ 2020年のWTO閣僚会議（MC12）までに実質的な進捗を
達成するために努力
・ そのための国際的な政策討議に関与し、 関連する国際的な
フォーラムに参加
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「大阪トラック」とは何か

①WTO電子商取引交渉参
加国間の共通理解の醸成
に向け、知的な作業（論
点・概念の整理等）を促
進を目的とする

②WTO以外のフォーラム
（OECD等）での専門的
知見を活用し、WTO電子
商取引交渉の進展を目指
す

③WTO電子商取引交渉に
限らず、デジタル経済の
イシュー全般についての
政策討議を促進を目指す

WTO電子商取引以外での議論
データ流通，サイバーセキュリティ，
個人情報の保護，ＡＩ，デジタル格差，

ガバナンスイノベーション等の
デジタル経済に関するイシュー

デジタル経済全般

WTO電子商取引交渉での議論
電子商取引の円滑化（電子署名・認証の
促進）や自由化（データ流通やデータ
ローカライゼーションの禁止）、個人情

報の保護等

「大阪トラック」とは、WTO電子商取引交渉をはじめとしたデジタル経済の諸問題に対し、
以下の３つの視点でアプローチする一連の取組を指す。

対象：WTO電子商取引 対象：WTO電子商取引 対象：デジタル経済全般

IGFでの議論
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“Data Free Flow with Trust”の実現に向けて

IGFで期待される議論
・データの特性をどのように分類・整理するか

・データ流通に関する問題点の整理
→データ流通のうち、具体的にどの点について交通整理をする必要があるのか。

Interoperabilityを確保すべき事項は、具体的にどのような点なのか。

・データ流通におけるローカルとグローバルの違い
→”越境”特有の問題点とは何か。

・データガバナンスのあり方
→秩序と自由のバランス

現状

・個人情報を含むデータや機械データ等、様々な特性を持つデータがある中で、それらの特性を
考慮せず、単に「データ」と一括で議論している。

・データの保護や規律に関して、国ごとに様々な規制やルールが採用されている

・新興国を中心に、ＩＣＴサービスの提供に用いられるサーバーやデータ自体の国内設置/保存を
求める「データローカライゼーション」要求強化の動きが見られる。
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